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長浜市都市建設部住宅課 

  



第１章 総 則 

 

１．適用範囲 

 本仕様書は、長浜市が実施する「長浜市営住宅宇根本団地建替整備事業における民間活力導入可能

性調査業務（以下「本業務」という。）」に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

２．目的 

長浜市営住宅宇根本団地の建替についてＰＦＩ手法等の民間活力導入の可否及び最適な事業手法

の検討、ならびに整備基本計画案の作成を行うことを目的とする。 

 宇根本団地は、昭和４０年から５４年にかけて整備された市営住宅団地であり、新しいものでも建

設から４５年ほど経過し、多くの住棟の老朽化が激しくなってきており、更新が喫緊の課題となって

いる。宇根本団地敷地内に４０戸程度の住宅を建替建設することで、入居者の住環境の向上及び財政

負担の軽減を図ることを目的とする。 

  

３．履行期間 

  本業務の履行期間は、契約締結日の翌日から令和７年２月２８日までとする。 

 

４．提出書類 

  受託者は、本業務の着手または完了にあたり、次の各号に掲げる書類を提出しなければならない。 

 （１）業務着手届 

 （２）業務実施計画書及び工程表 

 （３）管理技術者、照査技術者届及び担当技術者届（経歴書、業務実績調書添付） 

 （４）業務完了届 

 （５）目的物引渡書 

 

５．工程管理 

  受託者は、工程に変更が生じる場合には、速やかに報告し、委託者と協議しなければならない。 

 

６．業務の執行体制 

 （ア）受託者は、本業務の円滑な遂行を図るため、管理技術者、照査技術者及び担当技術者を配置す

ること。 

 （イ）管理技術者は、一級建築士の資格及び類似業務の経験を持ち、本業務全般の管理責任者として、

契約の履行に関し業務及び担当技術者の管理、統括等を行わなければならない。 

 （ウ）照査技術者は、一級建築士の資格及び類似業務の経験を持ち、本業務の技術上及び本業務全般

の照査を行わなければならない。 

 （エ）担当技術者は、管理技術者の指示に基づき、的確に本業務を遂行しなければならない。 

 （オ）管理技術者、照査技術者及び担当技術者は兼ねることができない。 

７．法令、条例等の遵守 

  本業務においては、関係法令、条例等を遵守しなければならない。 

 

８．疑義の解釈 

  本業務実施にあたり、仕様書及び関係法令等に明示されていない事項又は疑義が生じた場合は、委

託者と受託者で協議を行い、適切に対応するものとする。 

 

９．守秘義務 

  受託者は、本業務の実施に関して知り得た各種情報について、委託者の許可なく第三者に公表、貸



与又は開示してはならない。本業務終了後であっても同様とする。 

 

１０．土地への立ち入り 

  本業務のため、やむを得ず私有地に立ち入る必要がある場合は、あらかじめ土地所有者の承諾を得

て行うものとし、占有者に迷惑を及ぼさないよう十分注意しなければならない。 

 

１１．損害賠償 

  本業務に伴い事故等が発生した場合、受託者は所要の措置を講じるとともに、委託者に事故発生の

原因、内容及び経過等を速やかに報告し、その指示に従うものとする。 

  事故により生じた損害は、受託者の責任において解決するものとする。 

 

１２．打合せ・協議 

  受託者は、本業務の実施前及び実施中における主要な作業打合せにあたっては、管理技術者及び照

査技術者を出席させ、委託者と十分に協議するものとする。 

  受託者は、協議内容について「打合せ記録簿」を作成し、委託者と受託者で確認のうえ、それぞれ

１部ずつ保有するものとする。 

 

１３．検査等 

  受託者は、本業務の工程ごと及び本業務完了後に委託者の検査を受けるものとし、委託者より仕様

書の定めに適合しないものとして修正の指示があった場合は、速やかに修正を行い、再検査の合格を

もって本業務を完了するものとする。ただし、本業務完了後であっても、成果品に瑕疵が発見された

場合は、受託者は委託者の指示に従い、責任をもって、速やかに是正するものとする。なお、当該是

正にかかる費用は、全て受託者の負担とする。 

 

１４．再委託 

  受託者は、本業務の一部を第三者に再委託する場合は、あらかじめ委託者の承諾を受けるものとす

る。ただし、再委託業務が本業務の主たる部分である場合は、再委託してはならない。 

  受託者は、協力者及び協力者が再々委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときは、当該複

数の再委託の相手方の住所、氏名及び当該複数の段階の再委託の相手方がそれぞれ行う業務の範囲を

記載した書面のほか詳細を業務計画にかかる資料として、委託者に提出しなければならない。 

 

１５．暴力団関係者等による不当介入の排除対策 

  受託者は、本業務の履行にあたって暴力団関係者等から不当介入を受けた場合は、断固として拒否

するとともに、委託者に報告し、かつ、警察に届け出なければならない。 

  なお、協力者等に対しても同様の対応を行うよう周知徹底しなければならない。 

 

 

第２章 業務内容 

 

１．業務の対象施設は次のとおりである。 

【宇根本団地】 

  ・所 在 地  長浜市木之本町廣瀬３３８番１ 外 

 ・建築年度  昭和４０年度～昭和５４年度 

    ・建物概要  木造平屋建 ２棟  PC造簡易耐火平屋建 １１棟 

           PC造簡易耐火２階建 ２棟 

    ・敷地面積  １２，１４８．００㎡ 



・延床面積  １，９９１．７９㎡ 

    ・管理戸数  ５１戸 

 

２．業務内容は以下のとおりとする。 

 

（１）基本的条件の整理 

 市営住宅建替等に関して、検討の前提となる諸条件（周辺環境、敷地の形状、建築諸条件、入

居状況、建替予定戸数等）を整理する。また、建替により余剰地が発生する場合は、民間への売

却等余剰地の活用について検討する。 

 

（２）概略モデルプランの作成 

基本的条件の整理結果を踏まえ、モデルとなるプランを作成する。なお、モデルプランの作成

については、土地利用計画も含むものとする。 

 

（３）事業スキームの検討 

基本的条件の整理に基づき、従来手法による整備のほか、導入が可能と考えられる事業方式（Ｂ

ＴＯ、ＢＯＴ、ＢＯＯ、ＢＴ、ＤＢＯ等）、事業形態（サービス購入型、独立採算型、混合型等）、

事業期間等について検討する。 

 

（４）事業範囲の検討 

ＰＦＩ手法等を用いる場合の事業範囲（設計・建設・維持管理・入居者移転・余剰地の活用等）

について整理を行い、適切な事業範囲について検討する。 

検討にあたり、施設における民間活力の導入が可能な範囲について過去の事例、法制度上の問

題、適切なリスク管理、包括発注の適用、事業の継続性、民間事業者の採算性、公共性の担保、

民間事業者による創意工夫、競争性の担保について留意すること。 

 

（５）官民のリスク分担 

各事業スキームにおいて事業期間中の各段階（計画、設計、建設、維持管理、運営、事業終了

段階等）におけるリスクを抽出し、官民の適切なリスク分担について検討すること。 

 

（６）民間事業者へのアンケート及びヒアリング 

（３）、（４）、（５）で想定した事業内容について、内容に応じて建設事業者、維持管理事業者、

施設運営事業者その他の民間事業者に本事業に対する参画意向、概算コスト、コスト低減の可能

性、事業スキームの課題等についてアンケート及びヒアリングを行い、民間事業者からの提案、

意見等を集約する。 

市場調査の結果について、実現可能性、妥当性、財政に及ぼす影響及び市民サービスの向上等

について整理・分析を行い、必要に応じて事業スキームの検討に反映する。 

 

（７）ＶＦＭの算定 

上記の内容を踏まえ、事業内容・事業範囲の定性的比較根拠の抽出と整理、ＰＳＣ（公共が自

ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値）と、ＰＦＩ等事業に

おけるＬＣＣ（ＰＦＩ等事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額

の現在価値）を基にＶＦＭの算定、キャッシュ・フローの計算を行う。 

 

・定性的比較根拠の抽出等 

ＰＦＩ等事業方法導入に伴い発生すると考えられる地域活性化等の定性的なメリット・デメ



リットの抽出を行い整理すること。 

  ・ＰＳＣの算出 

設計、建設、維持管理、運営の各段階ごとに算出、事業期間全体を通じて負担する費用を各

年度ごとに算出すること。 

  ・ＰＦＩ等事業方式のＬＣＣ算出 

民間事業者が本事業を行う場合の費用を、設計、建設、維持管理、運営の各段階ごとに推定

し、事業期間全体を通じて負担する費用を算出すること。算出にあたっては、根拠を明確にし

たうえで民間事業者の損益計画、資金収支計画等を各年度ごとに想定し計算すること。 

  ・キャッシュ・フローの計算 

ＰＳＣとＰＦＩ等事業におけるＬＣＣを比較するため、キャッシュ・フローの計算をするこ

と。 

  

（８）基本計画（案）の作成及び取りまとめ 

上記までの検討結果を踏まえ、事業コスト、事業手法、概算事業費、全体スケジュール等を定

量的、定性的に整理した基本計画（案）を数案作成し、比較検討及び評価したうえで基本計画と

して策定する。 

また、必要に応じて次年度以降の業務支援（例：設計施工一括発注の仕様書（案）、実施方針

（案）、アドバイザリー業務仕様書（案）等の作成等）を行うものとする。 

 

（９）中間報告 

    次年度以降の事業の方向付けを行うため、下記の時期に中間報告を行うものとする。 

   ・令和６年９月上旬：民間事業者の参画意欲等の状況について 

   ・同年１０月下旬 ：事業スキーム等（ＶＦＭの検証を含む）の検討結果について 

 

（１０）その他 

   担当課の求めに応じて市内部での検討調整に必要な資料の作成や会議への出席等業務支援を

行うこと。 

 

３．貸与資料 

  貸与資料については、委託者と受託者で協議のうえ貸与することとする。 

 

 

第３章 その他 

 

１．成果品 

  提出すべき成果品及びその部数は次のとおりとする。 

  （１）業務報告書  Ａ４判製本  ３部 

  （２）基本計画（案）  〃    ３部 

  （３）その他関連資料 法令条文等、報告書の根拠となるもの、その他必要な資料  ３部 

  （４）上記電子データ（ＣＤ－Ｒ） １式 

     ※（４）電子データは、最終版のＰＤＦ形式のもののほか、最終版のＰＤＦ形式を 

作成する前のファイル形式（ＸＬＳＸ形式等）も含む。 

 

２．成果品の帰属 

成果品は著作権を含め全て委託者に帰属するものとし、委託者の承認を受けないで他に公表、貸与

又は使用してはならない。 


